
 

－都市１－ 

所 属 都市建築部都市政策課 

係 名 土地計画調査係 内線 4717 

 
 

 土地の有効活用・保全のための地籍調査の促進 
 
 
１ 事 業 費  ６４５，６１２（前年度 ６３３，８５１） 
         【財源内訳】      【主な使途】 

        国庫    430,408    負担金 645,612 
         一般財源  215,204 

 
２ 背景・事業目的 

土地の記録は、明治初期の地租改正事業の調査記録を基礎としたもの 
が未だ多く、面積等が正確でないものも存在する。 

このため、市町村等が主体となって実施する地籍調査により、土地の 
基本的な情報である地籍（地番、地目、境界、面積、所有者）を明らか 
にし、正確な地図を作成することで、災害復旧の迅速化、土地境界トラ 
ブルの未然防止、公共事業の効率化、課税の適正化等を図る。 

 
３ 事 業 概 要 

地籍調査費負担金 (645,612 千円) 
国土調査法に基づき、市町村等が行う地籍調査に係る経費の一部を 

負担する。 
・負担割合     ：国１／２、県１／４、市町村１／４ 
・令和６年度実施予定：２７市町村 

 

 

 

（款）２総務費（項）２企画開発費（目）(10)土地利用対策費 

（明細書事業名）○土地利用対策費  

地籍調査費 



－都市２－ 

所 属 都市建築部都市整備課 

係 名 鉄道高架推進係 内線 4741 

 

 

安全で円滑な交通を確保する名鉄高架化事業の推進 
 
 

  １  事 業 費        １，２６６，０００（前年度 ７７０，０００） 
【財源内訳】       【主な使途】 

         国庫    624,800     負担金 976,000 
                県債     288,400     委託料 277,000 

負担金  314,100 
一般財源  38,700      

 

２ 背景・事業目的 

名鉄名古屋本線の名鉄岐阜駅と岐南駅間にある交差道路では、踏切 
の遮断時間が長く、慢性的な交通渋滞が生じており、踏切の除却によ
る円滑な交通の確保や鉄道で分断された地域の一体的整備が必要とな
っている。 

このため、名鉄岐阜駅と岐南駅間の約２．８ｋｍについて、名鉄名 
古屋本線を高架化し、安全で円滑な交通を確保する。 

 
３ 事 業 概 要 

鉄道高架事業費（1,266,000 千円） 
高架化する鉄道施設の詳細設計や用地取得等を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

名鉄名古屋本線高架完成イメージ図 

（款）８土木費 （項）５都市計画費 （目）(3)鉄道高架事業費 

（明細書事業名）○公共事業    〇単独事業  

鉄道高架事業費   鉄道高架事業費 



－都市３－ 

所 属 都市建築部都市整備課 

係 名 街路係 内線 4741 

 

 

都市の骨格を形成する街路事業の推進 
                                                   

 

１  事 業 費        １，７４２，６４１（前年度 １，４７４，３４４）  
           【財源内訳】     【主な使途】 

    国庫    326,694     工事請負費 959,010 
            県債    977,500    補償及び賠償金  179,100 

負担金   257,996   委託料    142,530 
一般財源  180,451   公有財産購入費  28,230 

 

２ 背景・事業目的 
都市部の道路渋滞対策や少子高齢化に対応した歩行空間の確保等、安 

全で安心な道路空間の整備が課題となっている。 
このため、緊急輸送道路としての機能を有する東海環状自動車道イン 

ターアクセス道路や、渋滞が発生している幹線道路等の整備、通学路等 
における歩行者・自転車通行空間の確保等により、安全・安心で賑わい 
あふれるまちづくりを推進する。 

 
３ 事 業 概 要 

街路事業費 (1,742,641 千円) 

  ○主な整備路線             ※（都）…都市計画道路  

   ①東海環状自動車道インターアクセス道路 

         （都）岐阜駅城田寺
き だ い じ

線（岐阜市） 

     （都）大垣神戸大野線（神戸町） 

（都）大野揖斐川線（大野町） 

②都市圏の交通円滑化を図る幹線道路 

（都）犬山東町線バイパス（各務原市） 

（都）岐阜鵜沼線（各務原市）、（都）新所
し ん し ょ

平島
へ い じ ま

線（岐南町） 

（都）大垣関ケ原線（垂井町）、（都）新土岐津線（土岐市） 

（都）花里
は な さ と

本母
ほ の ぶ

線（高山市） 
      
 

（款）８土木費 （項）５都市計画費 （目）(2)街路事業費 

（明細書事業名）○公共事業  ○単独事業               

            街路事業費   街路事業費 他 



－都市４－ 

所 属 都市建築部都市整備課 

係 名 市街地整備係 内線 4741 

 

 

都市機能の集約化を図る市街地整備への支援 
 

 

１  事 業 費        ３３３，２８８（前年度 ３０４，５００） 
【財源内訳】     【主な使途】 

県債   249,800  補助金 333,288 
            一般財源  83,488 
 

２ 背景・事業目的 
      都市部では都市機能の郊外移転等により、中心市街地の活力低下、低 

未利用地の発生、人口減少等が顕著な問題となっている。 
このため、敷地の共同化、高層住宅等の整備を行う市街地再開発事業 

による中心市街地の活性化や、道路・公園等の公共施設整備と宅地の整 
形を一体的に行う土地区画整理事業により、良好な市街地の形成を図る。 

 

３  事 業 概 要        

（１）市街地再開発事業助成費 (186,600 千円) 
市街地再開発組合が行う再開発ビル建設等に対する支援を行う。 
【事業予定箇所】 

・岐阜駅北中央東地区（岐阜市）  
・岐阜駅北中央西地区（岐阜市） 
・大垣駅南前地区（大垣市） 

（２）土地区画整理事業助成費 (146,688 千円) 
土地区画整理組合及び地方公共団体が行う土地造成等に対する支 

援を行う。 
【事業予定箇所】 

・鷺山中洙
な か す

地区（岐阜市）    

・リニア岐阜県駅周辺地区（中津川市）    

（款）８土木費 （項）５都市計画費（目）(6)市街地開発事業助成費 

（明細書事業名）○単独事業 市街地再開発事業助成費 

○単独事業 土地区画整理事業助成費  



 

－都市５－ 

 

 

 

 
 木曽川右岸流域下水道の強靱化対策等の推進 

 
   

１ 事 業 費   １，０３２，０００ （前年度 １，４２５，７００） 
            【財源内訳】      【主な使途】 

国庫  632,000    工事請負費 904,150 
県債   199,900    委託料   127,850 
繰入金    100 
負担金 200,000      

 
２ 背景・事業目的 

木曽川及び長良川流域１０市町の汚水を広域的に処理する木曽川右岸 
流域下水道は、平成３年度の供用開始から３０年以上が経過し、汚水処 
理施設や設備の老朽化への対応が急務となっている。 

このため、下水道ストックマネジメント計画に基づき、施設の更新を 
進め、適切な施設管理を行う。 

また、地震発生時の下水処理機能を確保するため、地震対策計画に基 
づき、施設の耐震化を図る。 

 
３ 事 業 概 要 

（１）計画的な施設の更新（945,000 千円)  
（工事）水処理施設の機械・電気設備更新工事、管路長寿命化工事 他 
（設計）水処理施設の機械・電気設備詳細設計 他 

（２）耐震化対策 (87,000 千円)  
（工事）耐震補強工事 

 
 
【木曽川右岸流域下水道事業の概要（令和４年度末時点）】 

事 業 名 木曽川右岸流域下水道事業 供用開始：平成３年度 

処理面積:12,015ha 流入汚水量:132,342ｍ3/日 処理人口:380,722 人 

対象市町 

（４市６町） 

岐阜市、美濃加茂市、各務原市、可児市、岐南町、 
笠松町、坂祝町、川辺町、八百津町、御嵩町 

所 属 都市建築部下水道課 

係 名 流域下水道係 内線 4762 

流域下水道事業会計 

（款）１資本的支出（項）１建設改良費（目）(1)施設改良費 



 

－都市６－ 

 

 

 
 

流域下水道・県営水道における温室効果ガス削減の推進 
   

 
１ 事 業 費   １，０９０，８５１ （前年度 ７６０，２１１） 
            【財源内訳】       【主な使途】 

国庫    391,500     工事請負費 1,079,390 
県債    125,500   委託料      11,125 
繰入金   55,169 
自己財源 392,815  
負担金  125,867  

 
２ 背景・事業目的 

本県では、「岐阜県温室効果ガス排出抑制率先実行計画」において、 
県有施設における温室効果ガス排出量の削減目標を、２０３０年度ま 
でに２０１３年度比で７０％削減することとしている。 

このため、流域下水道施設、県営水道施設においても、安定経営と 
両立しつつ、省エネ設備等の導入による積極的な温室効果ガス削減の 
取組みを推進する。 

 
３ 事 業 概 要 

（１）流域下水道における温室効果ガス排出抑制事業 (643,235 千円)  
・ 老朽化した汚水ポンプ設備等の更新に合わせて省エネ設備を導入 

する。 
【予定施設】各務原浄化センター 

・ 照明設備のＬＥＤ化に向けて概略検討を行う。 
【予定施設】各務原浄化センター、長森ポンプ場、 

岐南ポンプ場、兼山ポンプ場 

（２）県営水道における温室効果ガス排出抑制事業 (447,616 千円)  
  ・ 老朽化したポンプ設備等の更新に合わせて省エネ設備を導入する。 

【予定施設】恵下
え げ

第二増圧ポンプ所、坂本増圧ポンプ所、 

川合浄水場、肥田
ひ だ

調整池 

  ・ 管理棟などの照明設備をＬＥＤ照明に更新する。 
【予定施設】中津川浄水場、川合浄水場 

所 属 都市建築部下水道課 水道企業課 

係 名 流域下水道係 内線 4762 事業係 内線 4873 

流域下水道事業会計 

（款）１資本的支出 （項）１建設改良費 （目）(1)施設改良費 
水道事業会計 

（款）１資本的支出 （項）１建設改良費 （目）(1)施設改良費 



 

－都市７－ 

 

 

 
 

住宅等の耐震化の促進 
 
 
１ 事 業 費   １０７，７４２（前年度 ７１，８２８） 
            【財源内訳】       【主な使途】 

一般財源  107,742   補助金  107,742 
 

２ 背景・事業目的 
本県では、地震災害から県民の生命及び財産を守るため、岐阜県耐震 

改修促進計画を策定し、住宅等の耐震化を促進している。 
 令和６年能登半島地震では、古い木造住宅等の被害が甚大であり、県 
民からの相談・問合せが増加するなど、住宅等の耐震化に対する意識が 
高まっている。 
以上の背景から、市町村と一体となって住宅等の耐震化への支援を拡 

充する。 
 

３ 事 業 概 要 

（１）住宅・建築物耐震診断事業費補助金 (30,564 千円)  
木造住宅の耐震診断を希望する者に対し、市町村が無料で木造住宅

耐震相談士を派遣する事業を支援する。また、建築物の耐震診断を実
施する者に対し、市町村が補助する事業を支援する。 

（２）住宅耐震改修工事費補助金 (77,178 千円) 

木造住宅の耐震改修工事を実施する者に対し、市町村が補助する事
業を支援する。 

 

所 属 都市建築部建築指導課 

係 名 建築物地震対策推進係 内線 4786 

（款）８土木費 （項）５都市計画費 （目）(7)建築指導費 

（明細書事業名）○建築指導監督費 

建築物地震災害対策費 



 

－都市８－ 

※ ＢＩＭ：Building Information Modeling の略。 

建物の設計、施工、維持管理における様々な情報を一元的に構築管理するための手法 

 
 
 
 

建築業の担い手確保・人材育成及び生産性向上の推進 
 
 

１ 事 業 費   １３，８２４（前年度 １１，２６４） 
             【財源内訳】      【主な使途】 

             国庫     5,103     委託料 10,207 
一般財源  8,721     

 
２ 背景・事業目的 

建築業では、技術者・技能労働者の高齢化や若年入職者の減少により、 
今後の建築工事の品質確保に大きな影響を及ぼすことが懸念されてお 
り、次世代への技術継承や次代を担う人材の確保に加え、職場環境改善 
などの対策が急務となっている。 
このため、業界団体や教育機関と連携した担い手の確保・人材育成に

加え、業界へのＢＩＭ※の普及による生産性向上を推進する。 
 
３ 事 業 概 要 

（１）ぎふ建築担い手育成支援センターの運営 (1,569 千円) 

建築関係団体、教育機関、関係行政機関との情報共有や意見交換 
を行う。 

新（２）建築と学生を繋ぐブリッジプログラムの実施 (2,241 千円) 
     ぎふ建築担い手育成支援協議会と連携し、県内外の学生を対象に、 

県内の建築関係の企業や現場の魅力と地域の魅力を同時に体験でき 
る実習プログラムを実施する。 

（３）担い手確保・人材育成の実施 (4,491 千円) 
・建築業の魅力発信、資格取得支援  

    メディアを活用した魅力発信、中高生向けの出前講座に加え、 
県内工業高校生等の建築系資格取得に対し支援する。 

・担い手確保・育成、技術力向上研修の実施  
      技術者の定着化・離職防止を図るため、若手技術者に向けた技 

術力向上研修、経営者に向けた職場環境改善研修を実施する。 

（４）ＢＩＭの普及促進等による生産性向上の推進 (5,523 千円) 

若手建築技術者を対象にＢＩＭを活用した生産性向上研修を実施 
するほか、県内高校生を対象にＢＩＭ体験等を実施する。 
 

 
 

所 属 都市建築部公共建築課 

係 名 建築計画係 内線 4813 

（款）２総務費（項）１総務管理費（目）(07)財産管理費 

（明細書事業名）○財産管理費 

         一般財産管理費 



 

－都市９－ 

 
 
 
 

脱炭素社会の実現に向けた省エネ住宅の普及促進 
 

 

１ 事 業 費  １６，０００（前年度※Ｒ４．３月補正含む ２７，０００） 
【財源内訳】    【主な使途】 

          一般財源 16,000   補助金  16,000 
             

２ 背景・事業目的 
２０５０年の「脱炭素社会ぎふ」の実現に向け、住宅の省エネ化の推 

進により、家庭部門からの温室効果ガスの排出量を削減する必要がある。 
このため、国が定める省エネ住宅の基準に適合する住宅の取得を支援

する。 
 
３  事 業 概 要 

脱炭素社会ぎふモデル住宅普及事業費補助金 (16,000 千円) 

「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づく省エネ基準に適合 
する住宅を県内で取得する者に対し、補助金を交付する。 

・補助要件：「断熱等性能等級５以上」かつ「一次エネルギー消費量 
等級６」に適合する省エネ住宅※ 

・補 助 額：４００千円／戸 
 
 

所 属 都市建築部住宅課 

係 名 住宅企画係 内線 4832 

※ 令和７年４月（予定）に義務化予定の基準よりも冷暖房等のエネルギー消費量を２０％ 
削減した住宅 

（款）８土木費 （項）６住宅費 （目）(2)住宅建設費 

（明細書事業名）○単独事業 

個人住宅建設資金助成費 



 

－都市１０－ 

 
 

 
 

県営住宅を活用した子育て世帯への支援の強化 
 
 

１ 事 業 費  ２８，０００（前年度 ６，０００） 
【財源内訳】    【主な使途】 

          国庫  12,600   委託料 28,000 
          使用料 15,400 
 

２ 背景・事業目的 
住宅セーフティネットの中心的な役割を担う県営住宅においては、こ

れまで実施してきた収入基準緩和などのソフト面での支援に加え、子育
て世帯に優しい住まいを提供するハード面の支援も必要である。 

このため、子育て世帯への支援の強化に向けた取組みとして、県営住
宅の一部をモデル的に改修する。 

 
３ 事 業 概 要 

子育て世帯向け改修工事の実施 (28,000 千円) 
県内大学の建築系学生から提案があった改修プランを基に、子育て世 

帯に配慮した改修を実施する。 
・対象住宅：加野住宅（岐阜市）、尾崎住宅（各務原市） 
・改修戸数：各住宅２戸（合計４戸） 

   ・主な内容：子どもを見守りながら家事等ができる間取りへの改修 
         備付け収納スペースの確保 
         室内での転倒防止のための段差の解消 

窓からの転落防止柵の設置 
 

所 属 都市建築部住宅課 

係 名 公営住宅係 内線 4835 

県営住宅特別会計 

（款）１住宅事業費（項）１業務費（目）(1)管理諸費 

（明細書事業名）○住宅管理費 

管理委託費 



 

－都市１１－ 

 
 

 
 

総合的な空家等対策の推進 
 

 

１ 事 業 費  １２１，５８８（前年度 ８４，３１２） 
【財源内訳】      【主な使途】 

          国庫      500    補助金  120,000 
          一般財源  121,088 
 

２ 背景・事業目的 
近年、適正に管理されていない空き家が全国的に増加しており、地震

による倒壊等、住民生活に被害を及ぼす危険性が増している。 
このため、空家等対策の推進に関する特別措置法の改正（令和５年  

１２月施行）を踏まえ、利活用の拡大、危険な空き家の除却、所有者等
による管理の確保を柱とした対策を、市町村と連携して実施する。 

 
３ 事 業 概 要 

（１）空家対策支援補助金 (120,000 千円) 

市町村が行う空き家の利活用や除却等の補助事業に対し支援する。 
＜補助対象＞ 
・空き家の利活用：補助率１／３以内 
※移住定住者に対する補助事業を創設又は拡充した場合１／２以内 

・空き家の除却：補助率１／３以内 
※前年度の除却実績が目標の１／２を超えた場合１／２以内 

・空き家バンク開設等の情報発信の強化：補助率１／３以内 
 
（２）空家対策人材育成支援事業 (1,448 千円) 

空き家の所有者等へ適正管理に関する周知を行うとともに、法改正
により新たに設けられた「管理不全空家等※１」や「空家等活用促進区
域※２」等の制度を適切に運用するための市町村職員向け研修会を開催
する。 

 
 
 
 
（３）空き家に関する相談体制の整備 (140 千円) 

     市町村や自治会等の団体からの相談に対応する専門家「空家等総合
相談員」を育成するための研修会等を開催する。 

 

所 属 都市建築部住宅課 

係 名 空家対策推進係 内線 4832 

※１ 適切な管理が行われていないことにより、そのまま放置すれば保安上危険又は著しく衛
生上有害な状態（特定空家等）となるおそれのある空家等 

※２ 社会的経済的活動の促進のために空家等やその跡地の活用が必要であるとして、市町村
長が定める区域 

（款）８土木費（項）６住宅費（目）(1)住宅総務費 

（明細書事業名）○空家等対策推進費 〇住宅諸費 

空家等対策推進費  住宅諸費 



 

－都市１２－ 

所 属 都市建築部水道企業課 

係 名 事業係 内線 4873 

 
 

県営水道の強靱化対策等の推進 
 
 

１ 事 業 費  １，３９７，８９６（前年度 ２，４２７，０８２） 
【財源内訳】            【主な使途】 

県補助     137,179     工事請負費  987,571 
                  県出資金    15,260     委託料   312,804 

自己財源 1,245,457 
 
２ 背景・事業目的 
   東濃・可茂地域の７市４町に水道用水を供給する県営水道は、県民 

生活を支えるライフラインとして、地震等の災害時においても安全な 
水を確保し、安定的に供給する必要がある。 
このため、防災・減災対策を強化し、大規模災害にも強い供給体制の

構築を目指す。 
 
３ 事 業 概 要 

（１）大容量送水管整備事業 (689,765 千円) 
     既設の水道管を複線化し、貯留機能と応急給水機能を付加した大 

容量送水管を整備する。 

（２）施設機能強化事業 (32,021 千円) 
     浄水場施設及び送水施設の整備や緊急時に東濃東部地域へバック 

アップ給水が可能となるよう機能強化を図る。 

（３）既設管老朽化対策 (667,282 千円)  
     老朽化が進行している既設の水道管について、計画的に更新や補 

修を実施する。 

新（４）災害時における支援体制の強化(8,828 千円) 
断水地域で速やかな応急給水活動を行うため、組立式給水タンク 

及び運搬車両を追加整備する。 
 
【県営水道事業の概要 (令和４年度末時点)】 

事 業 名：岐阜東部上水道用水供給事業 供 給 開 始：昭和 51 年度 

給水人口：453,909 人 年間給水量：55,088,414 ㎥ 

給水対象（７市４町）：多治見市、中津川市、瑞浪市、恵那市、土岐市、 
美濃加茂市、可児市、坂祝町、富加町、川辺町、 
御嵩町 

 水道事業会計 
（款）１資本的支出 （項）１建設改良費 （目）(1)施設改良費 



 

－都市１３－ 

 
 
 
 

全国都市緑化ぎふフェア開催に向けた取組みの推進 
 
 
１ 事 業 費   １７５，９７８（前年度 ８７，６１５） 
          【財源内訳】        【主な使途】 

一般財源 175,978 負担金 165,161 

 
２ 背景・事業目的 

「岐阜県都市公園活性化基本戦略」及び新たに策定した新戦略に基づ
き、これまで磨き上げてきた各県営都市公園と飛騨地域を会場として、
令和７年４月に開幕する「全国都市緑化ぎふフェア」に向け、開催機運
を醸成する広報や行催事の開催準備等を着実に進める。 

 
３ 事 業 概 要 

（１） 広告宣伝等の実施 (66,948 千円)  
ぎふフェア開催の機運を醸成するＰＲや各種広報活動等を実施する。 

（２） 行催事等の開催準備 (65,416 千円)  

各会場における会場運営や交通対策、開・閉会式の行催事等、ぎふ
フェア開催に向けた準備を行う。 

（３） 県民参加型の協働推進事業の展開 (43,614 千円)  
準備段階から地域の住民や事業者、市町村などと協働し、ぎふフェ

アを県民と共に創り上げる各種事業を展開する。 

 

所 属 都市建築部都市公園・交通局都市公園課 

係 名 都市緑化推進係 内線 4914 

（款）８土木費 （項）５都市計画費 （目）(4)都市公園費 
（明細書事業名） 〇都市公園事業推進費  

県営公園活性化推進費 

○名 称：第４２回全国都市緑化ぎふフェア 

○テ ー マ：「清流の国ぎふ」から広げる 自然と共生した暮らし 

（愛称）  ぎふ グリーン・ライフ フェスティバル ２０２５ 

      Ｇｉｆｕ Ｇｒｅｅｎ Ｌｉｆｅ Ｆｅｓｔｉｖａｌ ２０２５ 

○開催時期：令和７年４月２３日（水）～６月１５日（日）［５４日間］ 

○会 場：ぎふワールド・ローズガーデン（可児市）【会場テーマ：バラ・花】 

ぎふ清流里山公園（美濃加茂市）【会場テーマ：里のみどり】 

養老公園（養老町）【会場テーマ：歴史・文化、アート】 

世界淡水魚園（各務原市）【会場テーマ：水・川】 

岐阜県百年公園（関市）【会場テーマ：木・林】 

各務原公園（各務原市）【会場テーマ：未来・夢】 

飛騨会場（飛騨地域の大自然）【会場テーマ：森】 

○主 催：岐阜県、（公財）都市緑化機構 



 

－都市１４－ 

 
 
 
 

県営都市公園の活性化の推進 
 
 
１ 事 業 費   ２，４０１，７９８（前年度 １，３５３，７９８） 
          【財源内訳】        【主な使途】 

国庫       379,750 
県債     1,103,300 
一般財源   918,748 

工事請負費 1,601,621 
委託料        673,212 

 
２ 背景・事業目的 

「新・岐阜県都市公園活性化基本戦略（令和３～７年度）」に基づき、
ハード・ソフトの両面にわたる活性化の取組みを推進しており、令和６
年度は、新戦略の最終年度に向けた総仕上げとして、施設の長寿命化及
び再整備、バリアフリー化等の推進により、安全・安心な空間・サービ
スを提供する。 

 
３ 事 業 概 要 

（１）施設の長寿命化及び再整備等の実施（2,289,000 千円） 

＜公園ごとの主な取組み＞ 
・養老公園 浄化槽更新、展望テラス整備 
・百年公園 北口公園施設老朽化対策 
・各務原公園 劣化した園路の再舗装 
・ぎふワールド・ローズガーデン 霧のプレリュード再整備、花のミュージアム展示

リニューアル、バラ回廊格子枠更新、園内サイン
再整備 

・世界淡水魚園 発電発動機整備 
・ぎふ清流里山公園 園内サイン再整備 
・各園共通 施設の修繕、長寿命化対策、主要園路のバリアフ

リー化 

（２）集客に向けた取組みの推進（112,798 千円） 

・世界淡水魚園開園２５周年事業の実施 
・ローズフェスティバル（春・秋）の開催（ぎふワールド・ローズガーデン） 
・入園者１００万人達成セレモニーの開催（ぎふワールド・ローズガーデン） 
・ナイトイベントの実施（養老公園） 
・収穫体験イベントの実施（ぎふ清流里山公園） 他 

 

所 属 都市建築部都市公園・交通局都市公園課 

係 名 管理運営係・活用推進係 内線 4916・4914 

（款）８土木費 （項）５都市計画費 （目）(4)都市公園費 
（明細書事業名） ○公共事業      都市公園整備費 

○単独事業      都市公園整備費 

○都市公園事業推進費  県営公園活性化推進費 



 

－都市１５－ 

 
 

 
 
 

地域公共交通の活性化 
                      
 
１ 事 業 費   ４６，１５０（前年度※Ｒ４．３月補正含む ７８，６００） 
            【財源内訳】        【主な使途】 

国庫     40,000     補助金 46,000 
一般財源  6,150      

 
２ 背景・事業目的 

地域公共交通は、経営環境が極めて厳しい状況にあり、事業の持続性
を確保するためには、収益性の向上などに取り組む必要がある。 

このため、地方鉄道の利用促進等に向けた取組みや、市町村による新
モビリティサービス導入等のＤＸの促進に向けた取組みを支援し、地域
公共交通の活性化を図る。 

 
３ 事 業 概 要 

（１）地方鉄道経営安定化事業費補助金 (40,000 千円)  

地方鉄道が経営基盤の安定化のために実施する、利用者増加を目的
とした事業等に対して支援する。 

補助率：県４／５以内 

（２）地域公共交通ＤＸ促進事業費補助金 (6,000 千円)  
市町村が新モビリティサービス（ＭａａＳ※、ＡＩによるオンデマ

ンド交通等）の導入に向けて取り組む、費用対効果等の実証実験等に
対して支援する。 

補助率：県１／２以内 

     ※ MaaS：Mobility as a Service 

            スマートフォンアプリ等を活用し、複数の公共交通やそれ以外の移動サービスを 

            最適に組み合わせ、検索・予約・決済等を一括で行うことを可能にするサービス 

（３）地域公共交通ＤＸ支援アドバイザー派遣事業費 (150 千円) 

地域公共交通におけるＤＸ（バスの運行情報のデータ化、新モビリ
ティサービスの導入等）を支援するため、希望する市町村に対しアド
バイザーを派遣する。 

 

所 属 都市建築部都市公園・交通局公共交通課 

係 名 広域交通係・地域交通係 内線 4932・4935 

（款）２総務費 （項）２企画開発費 （目）(11)交通対策費 

（明細書事業名）○鉄道対策費     民営鉄道対策推進費 

○総合交通対策推進費 地域交通対策費 



 

－都市１６－ 

 
 
 
 
 

 地方鉄道の維持確保対策の促進 
      
                 
１ 事 業 費   ４１８，５２９（前年度 ４４５，５１３） 
           【財源内訳】       【主な使途】 

        県債    134,400    補助金 418,529 
       一般財源 284,129 
 

２ 背景・事業目的 

少子化や沿線人口の減少等に伴う利用者の減少により、県内の地方鉄

道は厳しい経営が続いていることから、施設設備の更新・改修等の負担

軽減により安全な運行の維持確保を図る。 

 
３ 事 業 概 要 

（１）鉄道安全輸送設備等整備事業費補助金 (189,628 千円)  
地方鉄道の安全運行に必要な施設設備の更新、改修等を国及び沿線 

   市町と連携して支援する。 
・鉄道輸送高度化事業費補助金 

 補助率：国１／３以内、県１／６以内、市町１／６以内 
・鉄道施設老朽化対策事業費補助金 

 補助率：国１／３以内、県２／９以内、市町２／９以内 

（２） 鉄道施設維持修繕事業費補助金 (228,901 千円) 
地方鉄道の施設設備の維持修繕を沿線市町と連携して支援する。 
 補助率：県２／５(９／２０)以内、市町２／５(９／２０)以内 

        ※( )：輸送人員、輸送収入等が改善された場合 
 

所 属 都市建築部都市公園・交通局公共交通課 

係 名 広域交通係 内線 4932 

（款）２総務費 （項）２企画開発費 （目）(11)交通対策費 

（明細書事業名）○鉄道対策費 

民営鉄道対策推進費 



 

－都市１７－ 

 

 
 

バス交通網の維持確保対策の促進 
 
 

１ 事 業 費   ９４３，３５６（前年度 １，００１，７９８） 
            【財源内訳】        【主な使途】 

国庫    2,000     補助金 943,356 
一般財源 941,356        

２ 背景・事業目的 
バス交通網は、バス利用者の減少や運転手不足により、乗合バス事業

者の路線網が縮小するとともに、市町村においては代替の交通を確保す
るための市町村バス運行等による財政負担が増大している。 

このため、乗合バス事業者が運行する広域幹線的なバス路線の維持や
運転手確保、地域で生活交通を担っている市町村バスの運行を支援し、
地域公共交通の確保を図る。 

３ 事 業 概 要 

（１）バス運行対策費補助金 (462,584 千円)  
広域的な公共交通を担う乗合バス事業者に対し支援する。 

・広域バス路線支援事業費補助金 
地域間を結ぶ幹線及び支線的広域バス路線の運行赤字額に対し

支援する。（一部幹線については、国との協調補助） 
補助率：県７／２０又は１／３以内 

・車両減価償却費等補助金 
低床(バリアフリー)バス車両等の導入に係る経費に対し、国と連 

携して支援する。 
補助率：国１／２以内、県１／２以内 

（２）バス運転手不足対策の支援 (6,750 千円) 
・バス運転手確保支援事業費補助金 

広域的な公共交通を担う乗合バス事業者の従業員の大型二種免
許取得に要する費用に対し支援する。 

補助率：県１／２以内 
新・バス事業者運行管理効率化支援事業費補助金   

運転手不足が深刻な広域的な公共交通を担う乗合バス事業者の
運行管理を効率化する機器の導入に係る経費に対し支援する。 

補助率：県１／６以内 

（３）市町村バス交通総合化対策費補助金 (474,022 千円) 
市町村が運行するコミュニティバス等の運行経費に対し支援する。 
補助率：県１／３又は１／４以内 

所 属 都市建築部都市公園・交通局公共交通課 

係 名 地域交通係 内線 4935 

（款）２総務費 （項）２企画開発費 （目）(11)交通対策費 

（明細書事業名）○地方バス対策費 

地方バス路線対策費、市町村バス交通総合化対策費 他 



 

－都市１８－ 

 

 

 
 
 

地域公共交通等の燃料価格高騰対策 
 

【１２月補正後 １１５，９５８】 
１ 事 業 費  ２７，６６７（前年度 ０） 
          【財源内訳】     【主な使途】 
           国庫 27,667    交付金 27,667 
                             

２ 背景・事業目的 
地域公共交通等は、新型コロナウイルス感染症の影響による利用者の

減少から未だ回復しておらず、加えて燃料価格や物価の高騰により、経
営環境は極めて厳しい状況にある。 

このため、地域公共交通事業者等に対する支援を行い、県民生活や経
済活動に不可欠な交通手段の維持確保を図る。 

 
３ 事 業 概 要 

  地域公共交通等燃料価格高騰対策支援金 (27,667 千円) 
   地域公共交通事業者等に対し、燃料価格上昇相当分の一部を支援する。 

＜支援額＞ 
・地方鉄道：563 千円～5,265 千円/１事業者 

※軽油 18.0 円/L、電気 5.28 円/kwh により積算 
・広域バス路線：36 千円／車両１台 
・タクシー：5 千円／車両１台 
・自動車運転代行：5 千円／車両１台 

 

所 属 都市建築部都市公園・交通局公共交通課 

係 名 地域交通係・広域交通係 内線 4932・4935 

（款）２総務費（項）２企画開発費（目）(11)交通対策費 

（明細書事業名）○総合交通対策推進費 

             地域交通対策費 



 

－都市１９－ 

 

 

 
 

リニア中央新幹線を活用した地域づくりの推進 
 
１ 事 業 費   ９０，１７２（前年度 ２０３，２３５） 
            【財源内訳】        【主な使途】 

            国庫     5,604      負担金 33,241 
諸収入   76,172    委託料 33,098 
一般財源  8,396     

 
２ 背景・事業目的 

リニア中央新幹線の開業に向けて、引き続き、用地取得事務を進める
とともに、令和５年３月策定の「第２次岐阜県リニア中央新幹線活用戦
略」に基づく取組みを着実に推進する。 

 
３ 事 業 概 要 

（１）リニア中央新幹線用地取得の促進 (76,172 千円)  
全国新幹線鉄道整備法第１３条第４項に基づき、リニア中央新幹線

建設に係る用地取得事務の一部をＪＲ東海から受託して行う。 

（２）リニア中央新幹線活用戦略の推進 (14,000 千円)  
岐阜県らしいリニア駅・周辺整備の実現に向けた地元やＪＲ東海と

の連携や、リニア開業を見据えた地域を担う人づくりに向けた取組み
などを進める。 

 

 

所 属 都市建築部都市公園・交通局リニア推進課 

係 名 企画調整係・活用戦略推進係 内線 4951・4953 

（款）２総務費（項）２企画開発費（目）(11)交通対策費

（明細書事業名）○鉄道対策費 

             鉄道対策推進費  他 


